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韓国におけるトルニョク経営体の構想と現状につい


































































































































































































































　同『計画（案）』によれば、2010 年現在において韓国は、85.6 万 ha の稲作栽培面積がある
が、この栽培面積を、今後、需給均衡を想定して、15 年までに 70 万 ha に縮小させていくと
同時に、親環境高品質食用米生産を進める。残りの面積は、「多様な品種の作物を栽培して、
コメの生産能力を維持しながら需給均衡を達成する。70 万 ha に含まれない農地や、畑作地は






































た。この集まりは 2003 年に、当時 27 ～ 35 歳の農家の 2 世の親睦団体から始まった。当初は




表 1 のとおりである。当初のメンバーは 8 人で、米の栽培面積は計 176.4ha、1 人平均 22.1ha
表 1　ハングル営農組合法人設立以前の初期集合時の面積（2004 年 12 月）
資料：現地調査時の入手資料
注）農業機械中の（）内は償却期間経過後、または、中古購入分のデータ。
耕耘整地 田植え 収穫 乾燥
LST 23.2 （65）,(80),80 6 4,(4) 38,42,54 39.2 47.2 51.2 35.8
KSK 22.8 (35),45,(65),110 6,6 4 38,44,44 41.6 45.6 49.6 34.7
PHW 13.2 42,65 6 4 42,44 22.8 22.8 22.8 16.0
BSC 32.0 (35),(65),110 6 4,4 40,46,46,54 36.0 44.0 40.0 28.0
KWS 32.0 (38),43,(52),115 6 4 42,42,64,(64) 40.0 40.0 40.0 28.0
HDS 11.2 (42),55 6 4 42,45,62 35.2 35.2 39.2 27.4
YJH 20.8 42,(47),90 6 4 40,60,60 28.8 28.8 28.8 20.2
LCS 21.2 (43),113 6 4 (42),42,46 38.8 38.0 38.0 26.6
全体計 176.4 23台 9台 10台 25台 282.4 301.6 309.6 216.7




















を加えた作業面積は、耕耘整地 35.2ha、田植え 37.1ha、収穫 38.7ha であり、いずれも、自家作










　2008 年には、ハングル営農組合法人を設立した。当初は組合員 7 名、250ha であった。設立
当初は、以前からのメンバー 1 名が脱退して 7 人となったが、コメ栽培面積は、総面積、1 人
当たり平均共に、2004 年対比で増えた（表 1、表 2）。装備機械も充実し、作業受託を含めた
総作業面積も増え、田植え作業の面積は 351.6ha に達した。2009 年に同法人は、トルニョク経
営体に選定され、広域散布機が支援された。2011 年には、全羅北道のコメ競争力向上事業の共
表 2　ハングル営農組合法人・組合員の、コメ栽培面積、
農業機械所有及び利用現況（2008 年 5 月）
資料：現地調査時の入手資料
注 1）LCS は 2008 年脱退。
注 2）農業機械中の（）内は償却期間経過後、または、中古購入分のデータ。
注 3）個人組合員所有の共同育苗場一棟：200 坪、100ha 規模。
注 4）個人組合員所有の小型 RPC 一か所
注 5）ハングル営農組合法人、水田大豆、栽培面積比較
親・兄 本人 トラクター 田植え機 コンバイン 耕耘整地 田植え 収穫
LST 58 34 44.0 125,80,(80) 8 4,6 56.0 76.0 68.0
KSK 42 37 40.0 110,(65),45,(35) 8,6 4 43.2 51.6 44.0
PHW - 34 14.0 90,42 6 4,6 18.0 20.0 20.0
BSC 62 32 44.0 110,(65,35) 8 4,6 37.6 46.0 46.0
KJS 68 37 48.0 115,(52),43,(38) 8 5 42.0 42.0 42.0
HDS 63 31 16.0 90,55,(42) 8 4 44.0 50.0 52.0
YJH 68 40 30.0 90,(47),42 8 5 30.0 30.0 30.0
LCS 76 49 28.0 115,(43) 6 4 36.0 36.0 36.0
全体 - - 264.0 24台 9台 10台 306.8 351.6 338.0






























（）内生年 コメ栽培 大麦 小麦 IR 作付け計 その他 トラクター 田植え機 コンバイン 乾燥機
1(75) 24(4,20) 10.0 - - 34.0 キノコ200坪 105,90,(47,42) 8 5 (42),54,70
2(69） 64(32,32) 24.0 24.0 - 112.0 - 115,90,(52,43,38) 8,(8) 6 42,50,64×4台
3(72) 50(8,42) 10.0 - 32.0 92.0 韓牛230頭 135,110,(82,65,45,35) 8 4 (35,44,44,),62,62
4(73) 12(4,8) 0.8 - - 12.8 イチゴ1800坪 90,43,(42) 6 4 75,75
5(75) 52(14,38) 24.0 - - 74.0 小型RPC運営 125,90,(80,80,38) 8,(8) 6 70×4台
6(77) 24(6,18) 12.0 - - 36.0 - 110,(110,96,35) 8 6 (42,42,44,62)
7(79) 32(10,22) 20.0 - - 52.0 - 125(90,55,42) 8 6 (62,62),72,72







大麦 裸麦 計 小麦 合計
2012年11月 244.0 - - 112.8 16.0 128.8 38.0 166.8 68.4 -
2013年11月 258.0 - - 100.8 24.0 124.8 32.0 156.8 60.8 -
2014年11月 261.2 13.2 50.0 63.2 30.0 93.2 20.0 113.2 43.3 -
2015年11月 261.2 2.0 87.4 89.4 50.8 140.2 22.0 162.2 62.1 -
2016年11月 261.2 18.0 26.0 44.0 56.0 100.0 20.0 120.0 45.9 16.0
2017年11月 270.0 42.0 65.2 107.2 38.0 145.2 32.8 178.0 65.9 64.2




























農地は、7 割が借地で、そのうち 5 割が不在地主である。法人成功の理由は、平坦部の圃場で､
機械化による規模拡大の条件が整っていたためである。同地域の経営体農家の 3 割が参加して
いる。残り 7 割の中で、規模の大きな農家で不参加なのは､ 親世代の家主が高齢で積極的でな







ル営農組合法人からクルマで 30 分程度の距離にある。同法人は 2011 年に、水田大豆（以下、
大豆）作目班 11 名で始まった（表 5）。同年、金堤農協、2012 年にはアイクブ生協と、大豆
の栽培契約を結び納品し、2013 年には、作目班をチクサン水田大豆営農組合法人に改編した。
2015 年には、大豆専用副肥料を作るようになり、農村振興庁の 6 次産業優秀事例に選定され
た。2016 年には、組合倉庫・事務室（150 坪、土地 800 坪）、精選及び選別ラインが竣工し（30
トン / 日）、大豆収穫及び麦類播種の技術演示会も開催した。2017 年には、800 坪の土地を購
入し、収買および野積みのための作業場 400 坪を舗装整備した。2018 年には組合員数が、70
表 5　チクサン水田大豆営農組合法人の発展経過
資料：現地調査時の入手資料
2011 11 30 90 300
2012 25 70 230 328
2013 40 170 510 300
2014 57 230 780 340
2015 57 200 700 350
2016 58 230 760 328
2017 63 480 1,560 333



































　2019 年現在、組合員は 73 名となり、組合資産は、大豆専用コンバイン 5 台の他に、広域防
除機 1 台、組合倉庫、事務室一棟、精選および選別ライン一式である（表 6）。大豆専用コン
バインは、1 台で年間 40ha の作業を行う。コンバインは 1 台約 1 億ウォン（約 1,000 万円）、
耐用年数は 6 ～ 7 年である。組合では、オペレーターを雇用し、日当 2 万円を支給しており、
秋頃の収穫期間は 30 ～ 50 日である。金堤市全体で水田大豆の面積は約 3,000ha であり、組合
はその一部の収穫を担当している。組合所有のコンバインの他に、組合員の個人所有のコンバ
インが 15 台あり、組合員が個別に作業を行い、精選加工のみ、組合のラインに依頼するケー
スも多い。組合の水田大豆の単収は 370kg/10a であり、他地域 165kg/10a の 2 倍である。この
地域は元々が水田で、水利が良いため単収が大きい。
　チクサン水田大豆営農組合法人は、組合員から 1 人当り 400 万ウォンの出資金を募り運営し
ている。組合運営収入は、コンバイン作業受託、精選選別費等である。作業を委託する組合員
からは 1,200 坪当たり 5 万ウォンの年会費を徴収している。広域防除機の作業および精選選別
機の作業は、参加した組合員に手当を支給後、残りは組合の運営収入としている。農家は、毎
































国で、8 万 ha から 5 万 ha に、生産量では 10 万トン、減少したことから需要超過により価格














































の変遷について：2000 年代以降の農村社会の二極化と再編統合」（九州大学『韓国経済研究』第 15 巻、
2018 年 3 月、23-47 頁）。深川博史「2015 年農業センサスに見る韓国農村社会の変容」（『韓国研究セ
ンター年報』Vol.19、2019 年 3 月、29-41 頁）。
3） トルニョク経営体は、次の論文により筆者が初めて日本に紹介した。深川博史「韓国における農業構
造政策の転換とトルニョク別経営体の現状について」国会図書館・立法調査局『レファレンス』745
号、2013 年 2 月、87-111 頁。
4） 深川博史「韓国農村社会の変化：『2015 年農林漁業総調査報告書』を中心として」九州大学『韓国経済




















16） 韓国・東国大の黄在顕（ファン・ジェヒョン）教授より個別ヒアリング（2012 年 8 月 21 日）。ちなみ
に、｢トルニョク｣ という韓国語を日本語に直訳すれば、「野辺」という言葉に翻訳される。
17） 韓国農林水産食品部・食糧政策課『コメ産業発展 5 ヵ年総合計画（案）』（2010 年 12 月）。http：//








21） 調査対象：ハングル営農組合法人（会長および理事 2 名）。調査場所：全羅北道益山市クムガン洞ハ
ングル営農組合法人。調査日時：2019 年 8 月 7 日。法人の事業内容：コメ + 水田大豆・麦類栽培。農
産物加工。調査実施者：深川博史、高安雄一、黄在顕、水野敦子、趙佳鈺
22） 調査対象：チクサン水田大豆営農組合法人（ハン・ウンソン事務局長）。調査場所：全羅北道金堤市
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  Korea’s Tornyok business body was conceived as regional 
agricultural management organization. At the conception stage, 
it were designed to integrate rural societies in order to reduce 
disparities in the Korean rural area. At then two measures were 
designed for the integration. The first was the joint use of farmland. 
The second was corporative work among the farmers including the 
elderly. As for the later, it was intended to integrate rural societies 
by corporative work between the large-scale farmers and the small 
elderly farmers. The Tornyok business body has made outcomes in 
the processing and distribution of the agricultural products, and in 
corporative work among the large-scale farmers. However, the joint 
farmland use and corporative work among the farmers including 
the elderly have not been achieved. Tornyok business body is 
developing for the large scale farmers. It has succeeded in reducing 
management costs and increasing incomes, in a different directions 
from the original concept. In other words, Tornyok business body 
has not been achieved in reducing disparities in Korean rural area 
at present.
　　　本研究は JSPS 科研費 JP18K11816 の助成を受けたものです。
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